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道路資産評価・会計基準検討会の検討報告（抜粋） 

 

 

償却資産（構築物） Ｐ８ 

道路資産の時価評価方法として再調達原価方式を採用します。 

償却資産の再調達原価方式は、道路公団は標準的単金方式とし、首都公団、阪神公団及び本

四公団はデフレーター調整方式とします（各々の公団が現在採用している方式を採用します） 

 

【議論の経緯】 Ｐ９ 

首都公団・阪神公団・本四公団は、特殊な構造物が多く、標準化が困難であり、標準的単金

方式はなじまないと考えられます。 

 

１ 



 

首都高速道路網図（一部抜粋）

箱崎ＪＣＴ 

都道首都高速６号線 

２ 



首都高速道路の構造物の例（箱崎ＪＣＴ） 
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箱崎ＪＣＴの横断図 

６１４工区（２） 
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６号本線上下

６号上り 

→９号下り 

９号上り 

→６号下り 

６号下り 

→ロータリー

ロータリー

→６号上り 

ロータリー

ロータリー 
浜町入口 

→ロータリー



道路資産評価・会計基準検討会の検討報告（抜粋） 

デフレーター Ｐ２２ 

① 構築物（償却資産）の工事費については、｢国土交通省所管土木工事費デフレーター｣の各

公団の数字を使用します。 

② 補償費については、「国土交通省所管土木補償費デフレーター」の各公団の数字を使用し

ます。 

③ 以下 略 

（建設中の金利、付替道水路の構築物、関連街路分担金、建設仮勘定のうち非償却資産等） 

 

【用語の解説】経済デフレーター 

 経済量を異なった時点で比較するとき、その間の価格変動による影響を除いた実質値を

割り出すために用いられる物価指数です。 

５ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成７年度基準 平成 16 年度基準   平成７年度基準 推定値 平成 16 年度基準

昭和 34 年度     昭和 57 年度 88.3   88.3 

昭和 35 年度 26.8 26.8 昭和 58 年度 88.7   88.7 

昭和 36 年度 28.1 28.1 昭和 59 年度 90.7   90.7 

昭和 37 年度 27.7 27.7 昭和 60 年度 89.2   89.2 

昭和 38 年度 28.1 28.1 昭和 61 年度 88.0   88.0 

昭和 39 年度 28.2 28.2 昭和 62 年度 89.7   89.7 

昭和 40 年度 28.3 28.3 昭和 63 年度 91.6   91.6 

昭和 41 年度 29.7 29.7 平成 1 年度 96.2   96.2 

昭和 42 年度 30.8 30.8 平成 2 年度 99.7   99.7 

昭和 43 年度 31.4 31.4 平成 3 年度 101.7   101.7 

昭和 44 年度 33.3 33.3 平成 4 年度 101.8   101.8 

昭和 45 年度 35.2 35.2 平成 5 年度 100.5   100.5 

昭和 46 年度 35.3 35.3 平成 6 年度 99.8   99.8 

昭和 47 年度 38.0 38.0 平成 7 年度 100.0   100.0 

昭和 48 年度 50.1 50.1 平成 8 年度 100.2   100.2 

昭和 49 年度 60.0 60.0 平成 9 年度 101.1   101.1 

昭和 50 年度 60.5 60.5 平成 10 年度 99.1   99.1 

昭和 51 年度 65.4 65.4 平成 11 年度 98.1   98.1 

昭和 52 年度 68.9 68.9 平成 12 年度 98.6   98.6 

昭和 53 年度 73.4 73.4 平成 13 年度 97.6   97.6 

昭和 54 年度 79.1 79.1 平成 14 年度(暫定） 97.6   97.6 

昭和 55 年度 86.9 86.9 平成 15 年度(暫定） 98.8   98.8 

昭和 56 年度 87.7 87.7 平成 16 年度(推計）   100.0 100.0 

国土交通省所管土木工事費デフレーター(首都公団) 

※ データが平成１５年度までのため、１６年度は前年度と前々年度の伸び率を使って推計した（国鉄民営化時に採用された方法）。

※ １６年度基準は、１６年度を１００として置き換えたものである。 
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デフレーター調整の基本的な考え方 

 

 年度ごとの工事費実績を年度ごとのデフレーターで調整し、工事費実績額を再調達原価に

置き換える。 

 

年度 デフレーター 工事費実績額 再調達原価 

昭和４４年度 ３３．３ ３０，５９５百万円 ９１，８７７百万円 

※３０，５９５百万円は首都高速道路公団の昭和４４年度工事費実績である（参考）。 

 

昭和４４年度当時の物価水準は、平成１６年度を１００としたとき、３３．３であったこ

とから、当時の工事費実績３０，５９５百万円は、再調達原価に直すと、約３倍の 

９１，８７７百万円となる。（３０，５９５×１００／３３．３＝９１，８７７） 

７ 



デフレーター調整の具体的計算方法１ 

 

 個々の資産ごとの年度別工事費データは存在しないが、過去の資料により、路線ごと年度

ごとの工事費総額が把握されているので、そのデータをもとに、当該路線の道路構造物に共

通して適用するデフレーターを算出する。 

 

例〕都道首都高速６号線〔江戸橋ＪＣＴ～向島 昭和４５年度供用〕                      （単位：円）         

年 度 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ 工事費実績額 再調達原価 

昭和３６年度 28.1 1,153,908,566 4,107,042,046 

昭和３７年度 27.7 178,558,600 644,710,992 

昭和３８年度 28.1 2,734,000 9,730,973 

昭和３９年度 28.2 0 0 

昭和４０年度 28.3 107,850,000 381,151,634 

昭和４１年度 29.7 852,419,644 2,870,523,269 

昭和４２年度 30.8 3,764,512,553 12,224,246,665 

昭和４３年度 31.4 4,470,176,967 14,238,332,807 

昭和４４年度 33.3 7,266,896,816 21,825,732,676 

昭和４５年度 35.2 3,885,815,041 11,040,876,017 

合計   21,682,872,187 67,342,347,079 

合計欄の数字をもとに、この路線のデフレーターを３２．２と算出（工事費実績額計／再調達原価計） ８ 



デフレーター調整の具体的計算方法２ 

 

過去の資料により、（年度別ではないが）個々の資産の工事費実績データがあるので、その

額（名目額）を前ページにより算出したデフレーターにより、再調達原価に置き換える。 

 

６１４工区（２） 橋梁基礎部（鋼桁） 

工事費実績額       ４５０，６１７，７００円 

適用デフレーター            ３２．２ 

再調達原価      １，３９９，４３３，８５１円 

 

 

 

９ 



償却資産に原価算入する費用 

 

道路資産評価・会計基準検討会の検討報告では、工事費の他、以下のものは償却資産に原

価算入する費用とされている。 

 

・ 補償費（償却資産にかかるもの） 

・ 償却資産に係る建設中の金利（高速自動車国道に関するものを除く。） 

・ 付替道水路の構築物の建設に要した費用 

・ 関連街路分担金 

・ 埋蔵文化財発掘調査費 

・ 測量試験費、労務費等その他の間接費（直接的な付随費用と認められるもの） 
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デフレーター調整の具体的計算方法３ 

 

償却資産に原価算入する費用についても、資料の５ページ（道路資産評価・会計基準検討

会の検討報告 Ｐ２２）のとおり、デフレーターにより、過去の実績額を再調達原価に置き

換えることとされている。 

 

↓ 

 

過去の実績額として、法定財務諸表における原価算入額を採用し、これに適切なデフレー

ターを乗じて、再調達原価を算出した。 

（例）関連街路分担金：土木事業費デフレーター 街路Ⅰ 

  労  務  費：人事院勧告の給与改善率 

１１ １１ 



（例）労務費の計算方法 

道路資産評価・会計基準検討会の検討報告では、原価算入項目によって各々適切なデフレーターを適用することとされ

ており、これを考慮した配賦計算の手法として、工事費に対する労務費率に基づき計算し、原価に算入している。 

 

 

・昭和４５年度供用の償却資産にかかる労務費（過去の実績額） ：  １，７６０，８４９，５３５円 

・昭和４５年度供用の償却資産にかかる工事費（過去の実績額） ： ４５，７３６，１６４，９５２円 

・工事費に対する労務費率（過去の実績）           ：           ３．８５％ 

↓ 

 

工事費に適用するデフレーターと労務費に適用するデフレーターは異なるので、デフレーター調整後の工事費 

に乗じる労務費率としては、両方のデフレーターを考慮した補正が必要。 

↓ 

 

平成１６年度を１００とした場合の昭和４５年度デフレーター 

・土木工事費デフレーター（工事費に適用）     ：   ３５．２ 

・人事院勧告の給与改善率（労務費に適用）     ：   ２２．８ 

↓ 

 

デフレーター調整後の工事費に乗じる労務費デフレーター 

３．８５％×３５．２／２２．８＝５．９５％ ・・ この率により労務費を算定し、原価算入している。 

 

６１４工区（２） 橋梁基礎部（鋼桁）  １，３９９，４３３，８５１円×５．９５％＝ ８３，２６６，３１４円 
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（例）建設中の金利の計算方法 

道路資産評価・会計基準検討会の検討報告では、建設中の金利については、「国土交通省所管土木工事費デフレーター」

の各公団の数字及び最近の金利水準を反映させた利率とすることとされている。 

 

例〕都道首都高速６号線〔江戸橋ＪＣＴ～向島 昭和４５年度供用〕 

 法定財務諸表において、当該路線の資産額に 3,425,440,837 円の建設中の金利が含まれている。これを基礎として、デフレーター調整及び

金利調整を行う。 

＜作業シート１＞ 法定財務諸表における建設中の金利から償却資産にかかるものを抽出するとともに、年度別に整理する。   （単位：円）      

年 度 工事費 

（ａ） 

用地費 

（ｂ） 

累積工事費 

（ｃ＝ａの累積） 

累積用地費 

（ｄ＝ｂの累積） 

実績利率 

（ｅ） 

計算上の金利 

（ｆ＝ｃ×ｅ） 

想定実績金利 

（ｇ） 

昭和３６年度 1,153,908,566  1,153,908,566  6.809 78,569,634 54,247,432 

昭和３７年度 178,558,600  1,332,467,166  6.809 90,727,689 62,641,811 

昭和３８年度 2,734,000  1,335,201,166  7.203 96,174,540 66,402,522 

昭和３９年度 0  1,335,201,166  7.221 96,414,876 66,568,459 

昭和４０年度 107,850,000 156,000,000 1,443,051,166 156,000,000 7.158 103,293,602 71,317,791 

昭和４１年度 852,419,644 282,259,996 2,295,470,810 438,259,996 7.169 164,562,302 113,620,007 

昭和４２年度 3,764,512,553 334,934,642 6,059,983,363 773,194,638 7.156 433,652,409 299,409,944 

昭和４３年度 4,470,176,967 274,681,999 10,530,160,330 1,047,876,637 7.119 749,642,114 517,581,128 

昭和４４年度 7,266,896,816 0 17,797,057,146 1,047,876,637 7.150 1,272,489,586 878,574,700 

昭和４５年度 3,885,815,041 339,870 21,682,872,187 1,048,216,507 7.165 1,553,577,792 1,072,648,578 

計  64,965,373,066 4,511,424,415 4,639,104,546 3,203,012,372 

 93.5％ 6.5％  

※ 3,425,440,837 円にｃの計に対するｃとｄの計の合計の比率（93.5％）を乗じ、償却資産相当分を算出している（3,203,012,372 円） 
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＜作業シート２＞ シート１の金利にデフレーター調整を行うとともに、最近の利率を反映させる。 

              （単位：円）    

年 度 想定実績金利 

（ｇ） 

デフレーター 

（ｈ） 

デフレーター 

調整後金利 

（ｉ＝ｇ/ｈ×100）

実績利率 

（ｊ） 

再調達スライド

年度 

再調達スライド

利率 

（ｋ） 

最近の利率反映

後の金利 

（ｌ＝ｉ／ｊ×ｋ） 

昭和３６年度 54,247,432 28.1 193,051,359 6.809 平成 ７年度 5.271 149,445,398 

昭和３７年度 62,641,811 27.7 226,143,722 6.809 平成 ８年度 4.973 165,165,623 

昭和３８年度 66,402,522 28.1 236,307,907 7.203 平成 ９年度 4.723 154,946,862 

昭和３９年度 66,568,459 28.2 236,058,365 7.221 平成１０年度 4.428 144,753,696 

昭和４０年度 71,317,791 28.3 252,006,329 7.158 平成１１年度 4.150 146,105,933 

昭和４１年度 113,620,007 29.7 382,558,946 7.169 平成１２年度 3.747 199,950,951 

昭和４２年度 299,409,944 30.8 972,110,208 7.156 平成１３年度 3.246 440,954,407 

昭和４３年度 517,581,128 31.4 1,648,347,541 7.119 平成１４年度 2.734 633,035,845 

昭和４４年度 878,574,700 33.3 2,638,362,462 7.150 平成１５年度 2.294 846,489,998 

昭和４５年度 1,072,648,578 35.2 3,047,297,097 7.165 平成１６年度 2.050 871,871,465 

計 3,203,012,372 9,832,243,936 3,752,720,178 

 （対ｇ ３０７％） （対ｉ ３８％） 

（注）最近の利率を反映させるため、供用年度が１６年度であったと想定し、工事期間をスライドさせている。 

 

 

＜作業シート３＞ ６１４工区（２）橋梁基礎部（鋼桁）に原価算入する建設中の金利を求める。 

 

都道首都高速６号線全体に占める当該工区の割合を求める ⇒ 450,617,700 円／21,682,872,187 円＝2.078％ 

上記ｌのうち、当該工区に原価算入する建設中の金利を求める ⇒ 3,752,720,178 円×2.078％＝77,981,525 円 
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資産価格の算定（６１４工区（２）橋梁基礎部（鋼桁）の例） 

 

項 目 内 訳 金 額 備 考 

 

工事費 

 

原価算入項目

 

 

再調達原価 

 

補償費 

 

償却資産に係る建設中の

金利 

 

付替道水路の構築物の建

設に要した費用、関連街路

負担金 

 

埋蔵文化財発掘調査費及

びその他の間接費（人件費

を除く） 

 

 

労務費 

 

1,399,433,851 円

0 円

77,981,525 円

0 円

106,033,703 円

83,266,314 円

 

９ページより 

 

なし 

 

14 ページより 

 

 

なし 

 

 

 

工事費に対するその他の間接費等率 7.5769％ 

※ 工事費とその他の間接費等では同一ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰを適用 

  ➝ 労務費のようなデフレーター間補正が不要 

1,399,433,851 円×7.5769％＝106,033,703 円 

 

12 ページより 

 計 1,666,715,393 円  
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減価償却計算（６１４工区（２）橋梁基礎部（鋼桁）の例） 

 

・ 供用時期 昭和４６年３月 

・ 耐用年数 ４５年（減価償却資産の耐用年数等に関する省令 別表第一 構築物 金属造のもの 橋） 

・ 償却方法 定額法（道路資産評価・会計基準検討会の検討報告による） 

・ 償却率  ０．０２３（減価償却資産の耐用年数等に関する省令 別表第九） 

 

１６年度末における減価償却累計額及び減価償却後価格 

減価償却累計額： 1,666,715,393 円×0.9×0.023×34 年 1 月＝1,175,909,390 円 

減価償却後価格：1,666,715,393 円－1,175,909,390 円＝490,806,003 円 

 

参考）道路建設仮勘定についても、上記と同様の評価を行っている（減価償却を除く）。 
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